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１．事業概要

（１）

① 給　水

② 施　設　

③ 料　金

　　＜料金改定表（税別）＞

※特定料金・・・基本使用（契約）水量を超えて使用することを事前に申し込んだ場合

※超過料金・・・基本使用（契約）水量を超えて使用することを事前に申し込まなかった場合

④ 組　織

　　＜職員数＞

（令和元年度決算）

　令和3(2021)年度　～　令和12(2030)年度　　10年間

㎥／日16,458現 在 配 水 能 力 28,570 ㎥／日

超 過 料 金 （ ㎥ ／ 日 ） 18.0円 33.0円 40.4円

事業の現況

契 約 水 量

施 設 数

特 定 料 金 （ ㎥ ／ 日 ）

S49.8.1～

 9.0円

管 路 延 長
（導送配水管計）

 9.0円

S53.1.1～ S60.4.1～

16.5円 20.2円

16.5円

　岩国市

　岩国市工業用水道事業

計 画 期 間 ：

1

　令和3(2021)年　3月

㎥／日

4,189

主 事

技 師

定 数 実 職 員 数

0

6
10

㎥

基 本 料 金 （ ㎥ ／ 日 ）

20.2円

岩国市工業用水道事業経営戦略

策 定 日 ：

□表流水　□ダム　☑伏流水　□地下水　□受水　□その他（　　　　）

ポ ン プ 所

配 水 池

1

供 用 開 始 年 月 昭和49年　8月

水 源

17,155 ｍ

16,458契 約 水 量

一 日 平 均 配 水 量給 水 先 事 業 所 数 14

団 体 名 ：

事 業 名 ：

　昭和49年の給水開始から現在まで、責任水量制の料金体系を採用しています。下表のとおり、
過去2回、料金改定を行っています。また、資産維持費については算定していません。

　岩国市水道局が、岩国市工業用水道事業と岩国市水道事業を、同じ組織のなかで運営していま
す。工業用水道事業としての職員定数を定めていますが、工業用水道事業と水道事業に従事する
職員は、その年ごとの事業内容にあわせて、流動的に異動、配置しています。
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　　＜年齢分布＞

　　＜勤続年数分布＞

（２）

（３）経営分析

（単位：円）

計算式

分析

計算式

分析

全国平均

100％以上をキープしているものの、収益は減少傾向にあります。今後、老朽化した施設
の修繕・更新に莫大な費用がかかると予想されるため、より一層、経費を抑えた効率的な
経営が求められます。

年　度

123,564,809 121,344,829123,467,849

7,292,667

技 師 0 2 0

有形固定資産（償却対象資産のみ）

H30 R1

20,520,22021,295,012

～ 4 年 5 ～ 9 年 10 ～ 14 年 15 ～ 19 年 20 年 ～

主 事 0 0 0 0 0

これまでの主な経営健全化の取組

1 3

H27 H28 H29 H30 R1 全国平均

115.8 113.9 118.5 105.8 119.0 122.9 108.2

数値が高いほど、施設の老朽化が進んでいることを示しています。給水開始当時からの施
設が多い事から、数値が全国平均を上回っています。耐用年数を経過した施設（ポンプ
所、配水池）及び送水管路の計画的な更新が課題です。

0

技 師 2

0

0

35 ～ 44 歳 45 ～ 54 歳 55 歳 ～

0 0 0

3 1 0

～ 24 歳 25 ～ 34 歳

H26

　※全国平均は、H30(2018)同規模の団体（配水能力10,000㎥/日～50,000㎥/日）

　以下、総務省公表の「工業用水道経営指標」から

給水収益

69.6 72.1 74.7 75.8 74.4 74.8 52.2

　創設以来現在まで、岩国市水道局が、工業用水道事業と上水道事業を同じ組織のなかで運営し
ています。そのため、総務部門や維持管理部門等、業務内容で共有できる部分において、経営の
効率化を図っています。

　過去３年の給水収益及び純利益は下表のとおりです。給水収益は、契約水量の減量に伴い、減
少傾向にあります。
　収支では純利益を維持していますが、今後の見通しとしては、令和２年度に大口の事業所が廃
止となり、また、施設の老朽化による突発的な修繕費の発生が懸念されるなど、事業経営に不安
となる要素が多く含まれています。

121,636,881

23,008,789

H28 H29 H30 R1

有形固定資産減価償却累計額
×100（％）

純利益

×100（％）
営業収益＋営業外収益

営業費用＋営業外費用
経常収支比率

有形固定資産減価償却率

H26 H27 H28 H29

主 事

2



計算式

分析

計算式

分析

計算式

分析

２．将来の事業環境

（１）水需要の予測

R1 全国平均

109.6 107.5 111.8 101.5 114.0 122.6 93.3

※各グラフのR2(2020)は予定値

　昭和49年の給水開始以後、平成17年をピークに契約水量が減少しています。これは、産業構造
の変化により、企業の撤退や事業規模の縮小などが原因として挙げられます。また、今後の予測
としては、水需要が大きく見込める新規企業の参入や、既存企業の施設増設などの計画が無いた
め、水需要が増加する可能性は低いと考えられます。

供給単価
×100（％）

給水原価

17.7 17.0 17.5 17.516.9

H29 H30

料金回収率

企業の撤退や事業規模の縮小などにより、実際の配水量と配水能力との間に差があり、全
国平均を大きく下回っています。今後の水需要を予測し、施設の適切な規模へのダウンサ
イジングも検討課題です。

14.7 44.1

H26 H27 H28

H26 H27 H28 H29 H30

現在配水能力に対する
施設利用率

全国平均

59.0 59.0 58.7 58.7 57.6 57.6 61.9

R1 全国平均

平均配水量

H27 H28 H29 H30

現在配水能力に対する
契約率

H26 R1

100％を超えているため、給水収益で費用を賄えている状態です。ただ、給水収益は減少
傾向にあり、今後、老朽化した施設の修繕・更新に莫大な費用がかかると予想されるた
め、財政状況を注視する必要があります。

×100（％）
配水能力

×100（％）
配水能力

契約水量

企業の撤退や事業規模の縮小などにより、減少傾向にあります。既存企業の契約水量増量
は現実的ではないため、水需要が大きく見込める新たな企業の誘致が必要です。
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（２）料金収入の見通し

（３）施設の見通し

（４）組織の見通し

　平成17年をピークに給水収益は減少傾向にあります。水需要同様、今後、給水収益が増加する
見込みは低いと考えられるため、昭和60年の改定以降、30年以上維持してきた料金についても、
今後の収支状況をみながら、適切な料金水準へと見直しをしていく必要があります。

　取水施設（取水ポンプ所）は、平成13年に新築工事を行っていますが、管路設備については、
創設当時（昭和49年）に布設した管路が大部分を占めており、更新事業は進んでいません。
　そのため、ここ数年で漏水事故が多発し、特に水管橋部で発生しており、早急に更新を行う必
要があります。
　また、配水能力については、近年、契約水量の減少から、能力余剰の状態が続いており、施設
のダウンサイジングなどの検討も必要になります。

　収益の減少に伴い、職員定数10名に対して、現在の実職員数は６名まで削減しています。人員
については、事業継続に影響が及ぶことのないよう、適切に配置していくよう努めます。
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）：巻末別表のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　①　収支計画のうち投資についての説明

　③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　給水収益について、令和３年度と令和４年度に契約水量が減量する予定です。

　緊急性及び重要性の高い施設・設備につき、順次更新していくための設計費及び工事費を計上
しています。
　水中モーターポンプの点検・取替・更新に係る費用を計上しています。
　水管橋部管路の更新工事と設計業務に係る費用を計上しています。
　

（ア）給与費
　　　職員６名のうち１名に、再任用職員を配置したと仮定して計上しています。
（イ）動力費
　　　現状の送水流量のまま推移すると仮定して計上しています。
（ウ）委託料
　　　現状と同様の委託内容（主なものは漏水調査業務、電気設備の保守点検業務）で計上して
　　います。
（エ）減価償却費
　　　新規投資分も含めて法定どおりに算出しています。

　安定した工業用水を供給できるよう、老朽化した施設・設備の更新事業を優先順
位の高いものから、順次実施します。

目標 事業を継続していくための必要な経費を確保する。

目標

１．事業概要
　岩国市の工業用水道事業は、岩国市の産業誘致政策として南部地域開発に伴う進出企業に対す
る用水供給を目的にはじまり、設備費用のほとんどを借入れして、昭和49年創設以降、市内産業
の活性化および経済発展のため、低廉な工業用水を供給してきました。

２．経営の基本方針
　市内の産業振興、経済発展のため、施設の維持管理・更新を計画的に行い、将来にわたって、
継続して安定した工業用水が供給できるよう、努力していきます。

　②　収支計画のうち財源についての説明

5



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

特にありません。

赤字解消に向けた取組
今後の事業継続の課題について市長部局との協議を行い、繰入金等
の要望を行います。また、施設更新事業に伴う経営安定化に向け
て、企業債の借入れや料金水準の見直しを検討していきます。

料 金
水需要が大きく見込める企業の進出、契約水量の増加が見込めない
場合は、料金水準の見直しを検討します。

そ の 他 の 取 組

緊急性及び重要性の高い施設・設備の更新計画を策定し、計画に基
づいた更新事業の実施により、投資の平準化に努めます。

施 設 の 共 用 化 特にありません。

資 産 の 有 効 活 用 等
（ * ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

現在、企業債の借入は行っていませんが、今後、老朽化した管路設
備の更新に多額の費用を要すため、財源等の状況を踏まえて新規借
入の検討をしていきます。

工業用水道事業は、市の産業活動にとって必要不可欠なインフラで
す。経営安定のため、平成30年度以降の大幅な減量により給水収益
だけではこれからの更新費用の財源確保が厳しいため、一般会計か
らの繰入金等について協議していきます。

現時点では遊休資産がないため、資産の有効活用等の予定はありま
せん。

特にありません。

企 業 債

施設・設備の廃止・統
合

（ダウンサイジング）

毎年実施する漏水調査を基に、優先度の高いものから計画的に修繕
を行うよう努めます。

契約内容の見直し、供給元の選定等、更なるコスト削減を目指しま
す。

施設・設備の長寿命化
等 の
投 資 の 平 準 化

民間の資金・ノウハウ
等 の 活 用
（PFI・DBOの導入等）

繰 入 金

現状、施設能力と水需要とが乖離しており、今後も、その差が埋ま
る見込みは低いため、施設・設備の適切な規模へのダウンサイジン
グを検討します。

上記と同様に、今後の水需要の状況に応じて、施設・設備の合理化
も併せて検討します。

令和２年度に策定した、中長期計画の施設整備計画を含め、今後の
更新計画を基に、官民連携を視野に入れ、調査・検討を進めていき
ます。

動 力 費

施設・設備の合理化
（スペックダウン）

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

事業規模が小規模で、浄水施設がないこともあり、委託できる業務
は限られています。現在、委託している業務（漏水調査業務及び電
気設備の保守点検業務等）以外に、新たな委託予定はありません。
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５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　ＰＤＣＡサイクルの活用により、経営戦略の進捗管理を毎年行い、必要に応じて経営戦略の見
直しを図ります。

そ の 他 の 取 組

職 員 給 与 費 再任用職員を充てる事により、給与費の増加を抑制します。

特にありません。

受 水 費 特にありません。
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別表（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 121,345 121,637 113,455 106,599 106,231 106,151 105,861 105,861 105,861 106,151 105,861 105,861 105,861
(1) 121,345 121,637 113,455 106,599 106,231 106,151 105,861 105,861 105,861 106,151 105,861 105,861 105,861
(2) (B)
(3)

２． 6,901 1,686 1,788 2,095 1,897 1,897 1,897 1,897 1,897 1,897 1,897 1,897 1,897
(1) 922 520 432 748 600 600 600 600 600 600 600 600 600

922 520 432 748 600 600 600 600 600 600 600 600 600

(2) 1,281 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091 1,091
(3) 4,698 75 265 256 206 206 206 206 206 206 206 206 206

(C) 128,246 123,323 115,243 108,694 108,128 108,048 107,758 107,758 107,758 108,048 107,758 107,758 107,758
１． 107,731 100,320 120,313 116,053 105,854 111,363 105,447 108,460 109,055 110,564 114,243 118,965 116,967
(1) 47,668 49,095 49,616 43,119 45,070 45,442 39,577 40,029 40,488 37,688 38,148 38,575 36,577

21,683 22,556 23,039 20,375 20,615 20,855 21,095 20,375 20,615 20,855 21,095 20,375 20,615
4,800 4,800 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

21,185 21,739 23,577 19,744 21,455 21,587 15,482 16,654 16,873 13,833 14,053 15,200 12,962
(2) 28,857 19,473 36,383 33,458 37,043 37,094 37,043 37,043 37,043 37,094 37,043 37,043 37,043

15,652 13,615 17,493 18,670 18,645 18,696 18,645 18,645 18,645 18,696 18,645 18,645 18,645
5,207 57 9,589 5,918 9,090 9,090 9,090 9,090 9,090 9,090 9,090 9,090 9,090

744 909 909 909 909 909 909 909 909 909 909 909
7,254 5,801 8,392 7,961 8,399 8,399 8,399 8,399 8,399 8,399 8,399 8,399 8,399

(3) 31,206 31,752 34,314 39,476 23,741 28,827 28,827 31,388 31,524 35,782 39,052 43,347 43,347
２． 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
(1)
(2) 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

(D) 107,731 100,320 120,314 116,054 105,855 111,364 105,448 108,461 109,056 110,565 114,244 118,966 116,968
(E) 20,515 23,003 △ 5,071 △ 7,360 2,273 △ 3,316 2,310 △ 703 △ 1,298 △ 2,517 △ 6,486 △ 11,208 △ 9,210
(F) 5 6 46 46 46 46 46 46 46 46 46 46 46
(G)
(H) 5 6 46 46 46 46 46 46 46 46 46 46 46

20,520 23,009 △ 5,025 △ 7,314 2,319 △ 3,270 2,356 △ 657 △ 1,252 △ 2,471 △ 6,440 △ 11,162 △ 9,164
(I) 261,208 284,217 279,192 271,878 274,197 270,927 220,618 165,958 7,539 △ 41,731 △ 177,910 △ 168,816 △ 365,724
(J) 757,863 737,057 659,564 584,821 411,322 413,788 276,180 221,520 63,101 13,831 △ 122,348 △ 113,254 △ 310,162

14,821 11,857 20,196 12,200 12,132 12,132 12,132 12,132 12,132 12,132 12,132 12,132 12,132
(K) 54,762 19,163 9,155 8,102 8,811 8,811 8,811 8,811 8,811 8,811 8,811 8,811 8,811

50,759 14,133 3,092 2,752 2,752 2,752 2,752 2,752 2,752 2,752 2,752 2,752 2,752
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 121,345 121,637 113,455 106,599 106,231 106,151 105,861 105,861 105,861 106,151 105,861 105,861 105,861

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

令和２年度
（決算見込）

営 業 収 益

令和３年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和12年度令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） △ 39 △ 168 △ 345△ 159

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

令和11年度
平成30年度
（前々年度）

令和元年度
（前年度）

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



別表（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A)

(B)

(C)

１． 77,706 47,982 125,433 107,600 218,240 24,200 184,470 92,730 206,360 89,639 184,470 24,200 253,000

２．

３．

４．

５．

(D) 77,706 47,982 125,433 107,600 218,240 24,200 184,470 92,730 206,360 89,639 184,470 24,200 253,000

(E) 77,706 47,982 125,433 107,600 218,240 24,200 184,470 92,730 206,360 89,639 184,470 24,200 253,000

１． 71,950 43,620 114,030 97,818 198,400 22,000 115,035 30,297 30,433 34,691 37,961 22,000 62,512

２． 52,665 54,003 157,167 46,799

３．

４． 5,756 4,362 11,403 9,782 19,840 2,200 16,770 8,430 18,760 8,149 16,770 2,200 23,000

(F) 77,706 47,982 125,433 107,600 218,240 24,200 184,470 92,730 206,360 89,639 54,731 24,200 85,512

129,739 167,488

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

922 520 432 748 600 600 600 600 600 600 600 600 600

922 520 432 748 600 600 600 600 600 600 600 600 600

922 520 432 748 600 600 600 600 600 600 600 600 600

令和12年度

平成30年度 令和元年度 令和12年度令和２年度

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度令和６年度 令和７年度
令和２年度
（決算見込）

令和３年度 令和４年度 令和５年度
平成30年度
（前々年度）

令和元年度
（前年度）

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

企 業 債

工 事 負 担 金

そ の 他

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和10年度 令和11年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度令和３年度


